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1. はじめに一国民国家体制と経済学一
現代の国家形態である主権国家 (sovereignstate)は，一定の領土にたいして主権を行使できる
制度であり，主権とは，神の法と自然法以外のいかなる権力をも認めない権力をいう I)。主権国家は，
たとえそれが「想像の共同体」 2)であろうと，国民 (nation)という共同体の形成によって，国民国
家 (nationstate)とも呼ばれている。このような国民国家は， 1648年のウエストファリア会議にお
いてヨーロッパの諸王が神聖ローマ皇帝から権力を奪い，君主国家としてその存在を確立したこと
に始まる。それがたまたま発展に成功したために， 19世紀には国家形成のモデルとなり，とくに第
2次大戦後は，植民地の独立にともない，世界の総ての地域が国民国家の縄張りによって分割され
るようになった。いまや普遍化した国民国家も，近世ヨーロッパ史の生み出した歴史的制度にほか
ならないのである3)。国民国家からなる現行の国際体制は，国民国家体制 (nationstate system)叫
あるいは，その起源にちなんでウェストファリア体制 (Westphalian system) 5>と呼ばれている。
以下では，国民国家を単に国家ということにしよう。
国家が領土外に対しては主権を守り，領土内に対しては主権を行使するために，軍隊と官僚の存
在は欠くことのできないものであった。そのため，それらを養うに十分な経済力が必要となり，富
国強兵（強官）が要請された。当初，国家は富の形成を重商主義政策に依存したが，その批判が高
まるにつれて，富の生産と分配を市場に委ねる市場経済が広く採用されるようになった。ときには，
小論は， 1998年6月13日に龍谷大学でおこなわれた国際経済学会関西支部総会におけるシンポジウムの報告「グロ
ーバル化と国際経済学」を修正，加筆したものである。予定討論者をお引受くださった池本清教授，杉本昭七教授よ
り，全体を通して，また細部にわたって懇切，かつ有益なご質問，ご意見をたまわった。また，フロアの方々よりも，
いろいろなご質問をいただいた。これらの方々に厚くお礼を申し上げるとともに，それらを必ずしも十分に取り入れ
ることが出来なかったことを深くお詫び申し上げたい。なお，言うまでもないことであるが，小論におけるありうべ
き誤謬や欠陥は，すべて筆者の責に婦すものである。
ー
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市場の弊害が強調されたため，政府が市場を管理する計画経済が出現したこともあった。このよう
にして国家は，その存続のために，いかなる方式にせよ経済発展を図ることが運命づけられていた。
とくに第二次大戦後は，マクロ経済学の浸透とともに，経済の規模は国家の生産額である GDP,
GNPで表され，経済発展は国家の経済発展と見なされ，このことは一層に鮮明化されたのである。
このように見ると，国家の出現とほぼときを同じくして誕生した経済学は，国家という制度の 1
産物といえるではないだろうか6)。重商主義諸学派はいうまでもないが，『諸国民の富』の表題にも
示唆されるように，アダム・スミスも「あらゆる国の経済学 (politicaleconomy)の大目的はその
国の富と力を増殖させることである」”と喝破している。経済学は国家の存在を暗黙裡に想定してい
るだけではなく，国家の御用学問の役割を担ったということも，あながち過言ではないであろう。
実際，国家は政府を通して市場に介入し，財政（とくに課税），金融，貨幣等の政策を行使できる権
力を掌握した。それは経済主権，貨幣主権と呼ばれている。そのため，同一国家においては，財・
生産要素の同一市場，そして，同一貨幣の存在が当然のこととされた。同一市場とは市場内が競争
的という意味ではなく，どのような市場形態にせよ，国家によって市場が分離されているという意
味である。そのうえで，国家は政府による財・要素市場，貨幣市場への介入を完全に可能とした。
このことを 1国家ー1市場ー1貨幣の原則と仮称しよう。各国がそれぞれ独立した 1国家ー 1市場
-1貨幣の原則に従っていたのである。 1国家ー1市場ー1貨幣の原則こそは，国民国家体制の経
済的側面であるとともに，経済学の基本的前提であった。
「国際的 (international)」とは，国家と国家のあいだのことであり，国家という単位の存在を想
定していることはいうまでもない。この意味で，国際経済学は国家の枠組みのなかで形成されてい
る国内経済学と何だ変わるところがない。すなわち，国際経済学も国内経済学と同様に， 1国家一
1市場ー 1貨幣の原則を明示的に仮定することによって構成されている。立ち入っていうと，国際
経済学が国内経済学と異なるのは，自然的差異によるのではなく，制度的差異によるのであり，そ
の制度的差異とは， (1)労働，資本の国家間での非移動性，すなわち，要素市場の国家による分離，
(2)関税，非関税障壁等の財市場に対する国家の介入， (3)貨幣，中央銀行等の通貨制度の国家による
差異をいう 8)。このような状態を基本的に仮定することによって，国際経済学は，実物面においては，
国際分業と国際間における価格形成，貨幣面においては，国家間の受払いを示す国際収支と国家間
の貨幣の交換比率である為替レート等の決定や変動，そうした理論や政策をそれぞれ対象としてき
たのである。
2. 国民国家体制から脱国家経済へ9)
しかしながら，過去数世紀にわたった存続した国民国家体制も，いまや徐々に制度疲労をみせ始
めてきた。それは，国家内に発生した民族 (ethnicity)や宗教にからむ政治的対立や分裂傾向であ
り，国家経費の膨張等による政府の弱体化であり，さらには，官僚制にともなう硬直化，腐敗化の
弊害である。そうした政治的，社会的，宗教的な原因による国家制度の溶解傾向も決して無視でき
?
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ないが，ここでは立ち入らない。小論では，国民国家体制が必要とした経済発展そのもののなかに，
国民国家体制の溶解傾向をはらんでいることを，とくに指摘したい。
第1は，経済発展の結果として生じた情報通信技術の飛躍的進歩と，航空輸送の大量化，廉価化
によって，国家の枠を超える市場が出現したことである。それらのことがまた，国家内での規制緩
和と，国家間での規制平準化をひきおこしたのである。国家の枠を超える市場は，財や労働におい
ても見られるが，貨幣，金融において，とりわけ顕著である。貨幣，金融は一種の情報産業であり，
コンピューター・ネットワークを通して，いまや情報は完全にグローバル化されているからである。
その結果，全世界的な金融市場，資本市場が出現し，巨額の資金がグローバルに移動するようにな
った。また，有力国の通貨が民間の決済においても使用されるようになり，有力国の金融慣行がグ
ローバル・スタンダードとして通用するようになった。オフショアー市場のような無国籍市場も出
現している。典型的なグローバル化，ボーダーレス化といわれるのはこのような現象をいう。
第2は，多国籍企業 (MNE)の出現である。多くの国家が富を増加させるために市場経済を利用
するようになったが，市場経済の生んだ鬼子が多国籍企業といえるかもしれない。いまや多国籍企
業は，「追いつめられた国家主権」 10)に象徴されるように，国家主権の侵食と，国家を超えた内部市
場の形成をもたらすようになった。というのは，多国籍企業の国際的な取引の対象になる情報，技
術等の経営資源や中間生産物は企業特殊的な性格をもち，貿易やライセンスの売買のような市場で
の取引よりも，直接投資による内部市場での取引が有利だからである 11)。当初の多国籍企業は海外に
子会社を展開する特定国家の企業であったが，「いまや企業の国籍は無意味」12)となり，無国籍企業
といわれるものも多数存在する。多国籍企業の規模も巨大になり，その売上や生産額が中小国の
GDPを凌駕するものも多い13)。さらに最近では，多国籍企業同志の M&A,合併，提携が急速に進
行中で叫将来はそれぞれの業種において，さらには業種を超えた世界的ネットワークが形成される
ことも予想される。国家を超える内部市場の存在は，華人，ユダヤ人，モスレム等の経済的連帯に
おいても見られる。かくて国家とは無関係に，さまざまな重複した市場が存在するようになった。
そのなかには，いくつかの国家，さらには総ての国家をも包合する市場も出現し始めた。
第3は， NGO(非政府機構）， NPO(非営利機構）といわれるものの出現である。それらもまた，
市場経済のもたらした豊かさと情報通信技術の進歩の賜物といえるであろう。人々の生活の向上が
ボランティアや寄付志向を高めたからであり，また，情報の普及が環境問題や人権問題に対する社
会意識を高めたからである。 NGO,NPOの経済学的性格は，公共財，とりわけ，地域公共財やクラ
プ財の民間供給者といえる 15)。なぜなら，地球環境破壊阻止や人権擁護のような，また，貧困，疾病
者の救援のような，物理的にも道義的にも対価の徴収が困難な非排除性と，告発，抗議，政策提言
(advocacy)のような非競合性とを併せてもっているからである。多元的国家論 (political
pluralism) 16>のような見解は以前からも存在したが， NGO,NPOは多少とも政府に代替，補完す
る役割を果すものとなった。グリーンピース，アムネスティ・インターナショナル，国際赤十字，
国際オリンピック委員会 (IOC),国際標準化機構 (ISO)17), SWIFT18>等の国際的影響力をもつ
?
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NGO,NPOも数千は存在するといわている 19)。ただし，宗教団体は除くことにする。以下でNGO,
NPOとは，そのような国際的影響力をもつものを指すことにしよう。また，国際マフィア組織のよ
うな反社会的NGOの存在も無視できない20)。近年の NGOの叢生は， 19世紀の国民国家の台頭に比
されるという論者すらいる21)。しかし，現在のところ NGO,NPOは，国家や多国籍企業に比して
脆弱な存在であることは否定できないが，将来の成長は予想されるであろう。
このように，国民国家体制を維持，強化するために図られた経済発展であったが，それが逆に，
国民国家体制そのものを溶解させるようになった。国民国家体制は構造的なパラドックスを内包し
ていたのである。歴史家ポール・ケネディも，過去数世紀にわたって，政治はもちろん経済におい
も中心的役割を果してきた国家という制度は，徐々にその有用性を低下させ，不適切な単位になろ
うとしていると，述べている22)。同様のことは，「国家の退場」 23), 「相対化の時代」 24), 「大分裂の
時代」25)等々と，最近では内外の多くの論者によっても指摘されるようになった。しかし他方，多く
の論者が指摘するように，国家という制度はさまざまな問題点をはらみながら，強い復元力をもち，
容易には消失しないことは十分に推察される 26)。国家も主権という禁断の実を手放したくないため
に，存続に努めることも想定される。そのうえ，今日なお各国民のナショナリズムは根強いものが
ある。かくて当分の間は，強弱の差はあるが，国家と多国籍企業と NGO・NPOが政治的，経済的
アクターとして鼎立する体制が考えられる。ここで脱国家経済 (postnationaleconomy)とは，そ
のような体制をいうことにする。それは決して無国家経済 (non-stateeconomy)ではないことを
断っておきたい。そうした状態は，教皇制度，修道院，騎士団，都市国家が混沌と支配していたヨ
ーロッパの中世になずらえて，「新しい中世」 (27)という比喩も見られるのである。
3. 脱国家経済における国際経済学
以上で見てきたように，経済学，とりわけ国際経済学の基本的前提は，脱国家経済においては変
化しつつある。 1国家ー 1市場ー 1貨幣の原則は，妥当しなくなってきた。それによって，国際経
済学にどのような問題点が生じるか。次のいくつかの点が指摘できるであろう。
伝統的貿易理論一比較生産費原理一
よく知られているように，伝統的貿易理論（リカード理論，ヘクシャー＝オリーン理論等）は，
労働，資本等の生産要素が国際間を移動しないと仮定して，比較生産費によって国際貿易のパター
ンが決定されることを明らかにした。脱国家経済において想定される地域間貿易 (interregional
trade)は，このような国際貿易とどう異なるか。第1は，資本はもちろん，労働の地域間の移動性
が大きければ，比較生産費の差異ではなく，絶対生産費の差異によって貿易がおこ，なわれることで
ある28)。第2は，そのような貿易の結果として，国家とは関係のない地域的な集積化 (agglomera-
tion)と空洞化 (hollowingout), つまり地域的な経済活動の不均等化が生じることである。この 2
つは関連している。というのは，生産要素の国家間の移動性が完全であれば，要素価格はもちろん
生産物価格も国家間で同一になり，国際貿易や要素移動の誘因はなくなるからである。もっとも，
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土地は移動性をもたないが，ヘクシャー＝オリーン理論が想定するような 2生産物， 2生産要素モ
デルでは，少なくとも 1生産要素は移動性をもつ。そのため，伝統的国際貿易理論の完全競争の仮
定に対して，地域間貿易論では，輸送費の存在，規模の経済，外部経済等の市場を歪める要因を導
入して，絶対生産費による貿易と，その結果として，生産活動の地域差を説明できるのである。
地域間貿易については，すでにオリーンからクルーグマンにいたる伝統的国際貿易理論と異なる
主張が見られる。オリーンは輸送費にもとづく産業立地論に注目して，産業立地と国際貿易の関係
を考察した29)。クルーグマンは伝統的な国際貿易論よりも地域経済学（地理学）の重要性を指摘し，
初期条件が収穫逓増，すなわち規模の経済や外部経済を通して産業活動の地域的集積をもたらすこ
とを強調した30)。この点に関連して，同じく空間的取引（貿易）を対象とする理論としては，古くチ
ューネン，ウエーバー以来のドイツ的な立地論 (locationtheory) 3ll, その系譜上にある地域経済
学，都市経済学 (regionaleconomics, urban economics) 32>と， リカード以来の英米的な国際貿易
論 (internationaltrade theory)の視角の異なる 2つの理論系統があることが想起さなければなら
ない。従来の経済学においては，国際貿易論が主流とされ，立地論，地域経済学は地理学に待避し
て，経済学ではやや傍流的存在であった。しかし，脱国家経済になると，立地論が日の目を見はじ
めるように思われる。
もう 1つ注目しなければならないことは，多国籍企業による企業内貿易の増大である。いまや世
界貿易の約半分は企業内貿易と見られているが33), その多くは企業によって管理された内部取引で
あり，企業内で経営資源の最適配分をおこない，利潤を最大にする形で貿易がおこなわれる。その
ため，しばしば国際的な移転価格形成がおこなわれている。こうした企業内貿易も，基本的には絶
対生産費によるものであり，同様に地域による産業の集積化と空洞化をもたらしている。多国籍企
業の企業内貿易理論としても，輸送費や規模の経済，外部経済よる立地論の適用性が大きいといえ
よう。多国籍企業の場合は，それらは内部化による利益と並ぶ立地による利益といわれている。最
近では，他国に子会社を進出させる直接投資よりも，多国籍企業間の世界的な M&A,合併，提携が
が進んでいることは指摘したが，それらの分析については，産業組織論 (industrialorganization) 
的分析が適用されよう。従来の産業組織論が国内の市場構造の分析であるが，それがグローバルな
市場構造の分析に展開することになり，伝統的貿易理論では利用性に乏しかったゲームの理論が有
用なツゥールとなるように思われる34)0
非貿易財
伝統的な国際経済学においては，サービスは主に非貿易財 (non-tradedgoods)と見なされ，そ
の対象から除外してきた。これは生産要素は国際間において移動しないという国際経済学の基本的
仮定から生じている。しかし近年では，サービス産業自体の就業者，付加価値等におけるシェアー
は多くの国で50パーセントを超え最大の産業となっている。その結果，サービス貿易の伸びは財の
貿易の伸びより大きく，世界の財貿易に対するサービス貿易の比率は20数パーセント35)に達してい
る。その所得弾力性の大きさから，サービス貿易は今後ますます増加する傾向にある。
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サービス貿易が増加した主要な要因は，輸送技術，とりわけ航空輸送の発達によって人の国際的
移動性が高まったことと，情報通信技術の進歩によって人の国際間の情報通信が増加したためであ
る。 WTOの「サービス貿易に関する一般協定 (GATS)」によると，サービスの貿易は12の分野に
分類されている。すなわち，ビジネス（プロフェショナル・サービス，コンピューター関係サービ
ス，不動産サービス，レンタルリース・サービス等），通信，建設，流通，教育，金融，保健，観光，
娯楽，輸送等に分類されている36)。ところで，人や企業はサービスの需要者でもあると同時に，供給
者でもあることが認識されなければならない。このことから，これらのサービス貿易は次の 4つの
範疇に分類できるであろう。 (1)サービス自体の国境を越える移動（国際通信，輸送，海外データー
ベースヘのアクセス等） (2)サービスの需要者の移動（観光等）， (3)サービスの供給者の移動（金融，
建設等） (4)サービスの需要者，供給者ともの移動，いわゆる労働移動（教育，医療，弁護士，会計
士等の専門労働，建設等の単純労働等）である 37)。
サービス貿易についても，基本的には比較生産費原理が適用されるという見方はある。すなわち，
製造業とサービス産業という極めて大きな分類について見れば，あるいは，サービス産業内におい
ても，上記のような大きな分類について見れば，その貿易のパターンは労働生産性の差異によるこ
とは明らかだからである 38)。しかし，サービス貿易はその性質から比較生産費原理が適用できない場
合も多い。第1に，サービス貿易は労働，資本等の生産要素の国際移動にともなうものが多く，そ
れらを別の角度から捉えたものといえる。したがって，そのようなサービス貿易に対しては，生産
要素の国際移動の理論が援用されるからである。第2に，サービスは典型的な差別化財であるから，
産業内貿易が顕著で，したがって産業内貿易理論が適用されるからである39)。第3に，サービス貿易
の殆どが世界的大都市間においておこなわれていることである。すなわち，それらの大都市は非都
市地域に対して飛地的な繁栄を享受するようになった。現代の国家は，領土とは関係なく移動する
生産要素に依存した仮想国家 (virtualstate)という見方40)もあるが，それはこのような都市を勢寵
させる。かくて，サービス貿易に関しては，国家間ではなく都市間の競争力，すなわち，都市の付
加価値力や差別化力が有用な分析要因となるであろう。またこの意味で，サービス貿易に対しては，
国際経済学よりも地域経済学，都市経済学が相応するのでないかと思われる41)0
伝統的貿易政策
一般的に貿易政策とは，関税，非関税障壁等によって内外の市場を多少とも分離する政策をいう。
ここでは産業政策 (industrialpolicy, targeting policy)のような本来的には国内政策であるが，
国際貿易や国際要素移動に影響を与える政策も含めることにしよう。なかでも，関税は歴史的に古
いものであり，財政収入の有効な手段でもあるために，国家の経済主権の重要な要素であった。そ
のため第1次大戦までは，関税は貿易政策の殆ど唯一の手段として国家によって重用されてきた。
ちなみに，輸入数量制限等の非関税障壁が出現したのは1930年代の世界的大不況からである42)。しか
し第2次大戦後は， GATT(現在ではWTO)体制の進展にともなう相次ぐ関税引下げ交渉によっ
て，ウルグアイ・ラウンド後においては，主要先進諸国の平均関税率（関税負担率）は 4パーセン
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ト以下の低水準となった43)。かくて，現行の国民国家体制においても，一部の開発途上国や特殊な商
品を除いて，関税は貿易政策としての重要性を大きく低下させた。関税はその役割を終えたとすら
いわれている。
それに加えて，脱国家経済においては，さきにも指摘した情報通信技術の進歩，とりわけコンピ
ューターの普及によって，貿易政策そのものが無効化されつつある。その例は電子商取引であり，
コンピーター・ソフト，ビデオ・ソフト等は商品ではあるが，それらがインターネット上で売買が
おこなわれる場合は，政府による補足は困難で関税等がかけられない。コンピューター・システム
に進入するハッカーに対しても政府が阻止することは困難であろう。また，多国籍企業の企業内貿
易に対しては，貿易政策の完全な遂行は容易ではない。その例は，国際移転価格，タックス・ヘイ
プン，便宜置籍国等の脱税行為が典型的なものである。このことは，近年アメリカで注目を浴びて
いる戦略的貿易政策 (strategictrade policy) といわれるものについても当てはまる。現代では，
戦略的貿易政策の対象は主としてハイテク産業に関するものである。ところが，ハイテク情報の伝
達はグローバル化されやすく，それを利用するのも多国籍企業とその国際的な提携企業群である。
特定国が戦略的貿易政策によって産業の優位を獲得，維持することは，いまや困難になった44)。また，
さきに国際マフィアが反社会的NGOであることは指摘したが，世界の犯罪総生産(grosscriminal 
product)は年間1兆ドルを超す45)といわれ，その多くが国際マフィア組織による覚醒剤や麻薬，ぁ
るいは銃器等の密貿易に関連するものである。
非政府的貿易政策
他方，脱国家経済においては，多国籍企業や NGO・NPOによる新たな貿易障壁が出現してきた。
多国籍企業がその独占的地位を利用しておこなうダンピングや逆ダンピングは，国家の輸出補助金
や関税と類似の効果をもつからである。また NGOのなかには，地球環境破壊に関係する財や武器・
軍事技術等の貿易に対して，関係国家への提言や実力行使を通して阻止を試みているものがしばし
ば見られる46)。しかし，公害のような国内市場の歪み (domesticdistortion)に対しては，環境税
と補助金のような国内政策がファースト・ベストの政策であり，貿易政策の効果がセカンド・ベス
トの定理にしたがうことは，伝統的国際貿易理論の教えるところである。
けれども，近年の地球環境問題は冷戦終結後の世界的イデオロギーとなった感がする47)。その意味
で，非経済的理由にせよ，地球環境保護のために自由貿易が阻害される趨勢は避けられないように
思われる。その実質的な政策主体となるのが環境NGOであろう。とりわけ，いま世界の関心を高め
ている地球温暖化，海洋汚染，酸性雨等の超国家的な外部不経済，あるいは負の国際公共財に対し
ては，特定国家やその連合による対応よりも，超国家的な NGOによる対応の方が効果的な場合も生
じるであろう。そこに， NGOによる政策という非政府的貿易政策の存在理由が発生することにな
る。それでも，その対象が多国籍企業であるとすれば， NGOと多国籍企業の取引に関して，「排出
権」の売買といったコース定理 (Coasetheorem)が働けば，公共経済学の方法が適用されるであ
ろう。しかし，コース定理が働くためには多くの前提が必要であり，それが満たされる場合は少な
?
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い。そうした場合は，いずれの側が世界の輿論にアッピールするかであろう。この点に関連して，
グローバル・スタンダードというかたちの非関税障壁のなかには， NGO主導によるものがあること
である48)0
国際収支・為替レート
国際収支，為替レート等は，国家のマクロ経済の重要概念とされているが，その役割が疑問視さ
れるようになってきた。まず，国際収支については，クルーグマンは 1国一 1市場の場合でも，経
常収支，貿易収支がその国の競争力を表すものでないことを指摘した49)。彼はまた，経常収支や資本
収支の黒字を，企業の収支の黒字のように見ることの誤りであることも指摘している50)。国際収支は
全体としてバランスするものあるから，経常収支の黒字（赤字）は資本収支の赤字（黒字）となる
からである。もっとも，経常収支の黒字（資本収支の赤字）は， 1国の債権増加を示すものである
から，その国の経済の健全さを示すと見なされている。しかし，周知の恒等関係によれば，経常収
支の黒字はその国の貯蓄が投資よりも多いということに他ならない。完全雇用状態を想定しても，
貯蓄超過はデフレ・ギャップであり，投資超過はインフレ・ギャップであり，いずれも望ましい状
態ではない。望ましいことは，貯蓄と投資が一致し，したがって，経常収支，資本収支が均衡し，
同時に，完全雇用が達成さることである。このように，経常収支と貯蓄，投資は表裏の関係にある
から，経常収支が黒字だからその国の経済が健全であるとか，競争力が強いとか，あるいは，その
国の市場が閉鎖的であるとか，・単純に関係づけることはできないのである51)0
そのうえ，市場がグローバル化し，国家とは無関係にさまざまな重複的市場が出現した現代では，
国際収支の対外経済活動の指標としての重要性も低下してきた。とくに資本収支は，資本流出入の
総額を示していないことに留意が必要である。また近年では，巨額のマネー・ロンダリングがおこ
なわれ，ウラの経済，あるいは地下経済はますます広がりを見せている。それを反映するかのよう
に，国際収支表において誤差脱漏の額は巨額に達している 52)0
次に為替レートについては，通貨のような経済的制度が，政治的国境によって分離されているの
は本来奇妙なことである。事実，ユーロのような共通通貨も既に出現したし，そこまでいかなくて
も，その国の通貨を特定国通貨や SDRにペッグしている国は多い。また民間においても，世界各国
におけるドルや，東欧におけるマルク，一部アフリカにおけるフランのように，国境を超えての有
力通貨の使用は頻繁となっている。このことは，国家の重要なマクロ政策の手段である金融政策の
効力を低下させるものである。銀行券発行銀行の国家からの独立性も高まり，将来は通貨発行自由
化の主張53)が実現される可能性も考えられないこともない。また，多通貨で使える電子マネーも実用
化されだした54)。電子マネーの普及によって国籍不明の通貨の出現も予想される。かくて，為替レー
トは国家とは関係なく，単なる通貨間の交換比率を示す程度のものとなろう。それは経済的には，
株価と同様の意味しか持たなくなるであろう。現に為替レートは，短期的には巨額の為替投機によ
って乱高下 (volatility)を示すとともに，長期的にも国民経済のファンダメンタルズからのミスア
ライメント (misalinement)もしばしば見られるようになった。為替レートが国際比較のための
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GDPデフレーターとして適切とはいえなくなった。
このように，為替レートが国家経済との関係が歪められ，最近の通貨危機に見舞われた諸国のよ
うに，為替投機に翻弄される状態が続けば，何らかの方法で為替レートを安定化させようとする動
きが今後ますます強まるであろう。それについては，ターゲット・ゾーン構想等の国際政策協調の
主張は種々あるが，結局は，政治的妥協の産物となり，却って投機筋の餌食となるのでないか。そ
れぞれの国の経済実態を為替レートに正確に反映させることは，至難といわなければならない。
4. むすびー空間経済のより一般的な理論へ向けて一
小論では，国民国家が溶解しつつある脱国家経済化が不可避であることを指摘して，そのような
経済においては，国際経済学はどのような変容を迫られているかについて論じてきた。もっとも，
それは極めて大雑把な考察であって，個々の指摘した点については，詳細な彫刻が必要であろう。
小論は問題を提起した程度のものと理解していただきたい。それらの問題提起は，国際経済学の将
来に関して次のような示唆を与えるであろう。
1つは，国家は空間的取引の絶対的なバリアーかという点である。伝統的な国際経済学は，空間
的な取引に対して国家というバリアーを導入して，その間の取引がどうおこなわれるかを分析して
きた。けれども，現行の国民国家体制は歴史的偶然の所産であるだけではなく，人口数万程度の国
家すら存在し，国家の規模の差は 1万倍以上にも及んでいる。また，多国籍企業だけではなく，現
代では各種集団間の国家を越える取引も，頻繁かつ大量におこなわれている。国家（国境）は人為
的であるだけではなく，かなり不自然なバリアーといわなければならない。空間的取引においては，
地理的距離や不完全競争のような市場の歪み，あるいは現代では，国際的な企業や集団の方がより
自然なバリアーではないだろうか。空間的取引に対しては，空間経済を対象とするより一般的な理
論が考案されるべきであり，国際経済学はその 1つの場合のように思われるのである。
もう 1つは，非合法的な取引の算入の問題である。経済学が法律学と異なる 1つの基本的な差異
は，合法 (legal),非合法 (illegal)の区別がなされないことである。このことは， ミクロ経済分析
においては当然のこととされ，市場という場合はヤミ市場も暗黙裡に含まれている。けれども，マ
クロ経済分析の場合は，それが本来的に GDP,GNPといった測定された概念から構成されている
ため，ウラの経済（地下経済）がどうしても無視されることになる。現代では，ウラの経済が相当
なウエイトを占めている国があることは，しばしば指摘されている。それでも国内経済の場合は，
ウラの経済の把握は多少とも可能であろう。しかし，国際間の経済，とりわけ金融においては，そ
の把握ははるかに困難であろう。国際収支や為替レートといった概念は，多くの難点と誤謬をもつ
のでないか。この点に関しても，国家から離れたより一般的な概念が必要と思われるのである。
いずれの制度もそうであるように，国家という制度も遠い将来には消滅が予想される。ここでい
う脱国家経済ではなく，無国家経済が何らかのかたちで具現することは避けられないであろう。国
家という現行の制度がたとえ消滅しても，経済学の理論そのものが陳腐化するとは思えない。現行
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の経済学は国民国家体制のもたらしたものであるが，人間の利己心が存在する限りは，市場経済の
原理は如何なる体制になっても貫徹されるからである。また，国家の内外とは関係なしに，特定地
域の総需要，つまり購買力の大きさがその地域の景況に強く関係することも自明のことだからであ
る。けれども，国家の枠を不可避とする国際経済学の場合はどうであろうか。いまや脱国家経済へ
の変容をよぎなくされている状態を見ることによって，国民国家体制の時代の遺物とならないよう
に，パラダイムの変革と理論の点検とが必要でないかと，多少とも懸念されるのである。
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4)モデルスキーも村上氏と同じく，国家と国民が結びついた nationalizationof the stateを現代の最も基
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6) このことは，歴史学や地理学を除く，他の社会諸科学についても妥当することである。それは，スーザ
ン・ストレンジの近著において強調されている点でもあり，同書の 1つの目的は，「現代のすべての社会科
学における国家中心主義から抜け出すため」の問いかけである。 Strange,S. (1996), The Retreat of the 
State, Cambridge University Press, (桜井公人訳『国家の退場』岩波書店， 1998)。
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ては， Buckley,P. ]., and Casson, M. (1976), The Future of the Multinational Enterprise, MacMillan, 
London, (清水隆雄訳「多国籍企業の将来〔第2版〕j文慎堂， 1993),Rugman, A.M.(1981), Inside the 
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ションズ， 21世紀資本主義のイメージ』ダイヤモンド社， 1991,12章），その題名に， thecoming irrelevance 
of corporate nationalityとある。
13)このことは，よく指摘されていることである。例えば， ATT (American Telephone and Telegraph) 
の生産額はギリシャ，ィスラエル，ノルウェー，ヘネズエラのGNPを越し，ゼネラル・モータース(General
Motors)やエクソン (Exxon)の生産額はアイルランド，ニュージーランド，パキスタン等のGNPより
大きい。 Buckley=Casson(1976), op. cit., p.11, (清水隆雄訳，前掲書， 11-12ペー ジ）。
14)例えば， 1998年5月7日にドイツ最大の自動車会社タイムラー・ベンツとアメリカのビッグスリーのク
ライスラーが合併に合意し，同年11月17日に合併した。また近くドイツの化学，医薬品メーカーのヘキス
ト社とフランスの化学，医薬品メーカーのローヌ・プーラン社の生命科学部門の合併が報じられている。
（『日本経済新聞』1998年11月26日朝刊）。同年1月29日には， ドイツ最大手銀行のドイツ銀行によるアメ
リカの銀行持ち株会社バンカーズ・トラストの買収の最終決定がおこなわれた（『日本経済新聞』 1998年11
月29日朝刊）。さらに，石油のモービルとエクソンの合併が予定されている等々，最近では，巨大企業同志
の合併は連日のごとく報じられている。
15)公共財の民間供給者という指摘は，ワイズブロットによる。 Weisbrod,B. A.(1977), The Voluntary 
Nonprofit Sector, Heath & Co., Canada, (chap.l, chap.3), Rose Ackerman, S.(1986) ed., The Economics 
of Nonprofit Organization, Oxford Univ. Press, N. Y., Oxford, (chapt.1), 他に，情報の非対称性や契約
の失敗から， NGO(NPO)の存在理由を説明するものもある。 James,E.& Rose-Ackerman,S.(1986), The 
Nonprofit Enterprise in Market Economics, Harwood Academic Publishers, USA. (chapt.3). (田中敬
文訳『非営利団体の経済分析』多賀出版， 1993年）。本間正明編著 (1993)『フィランソロピーの社会経済
学』東洋経済新報社。山内直人 (1997),『ノンプロヒット・エコノミー」日本評論社。
16) Laski. H.(1925), Grammer of Politics, (日高明三他訳『政治学大綱』上，下，法政大学出版部， 1952),
日本では高田保馬博士が多元的国家論を主張していたことを直接聞いたことがある。ただ，文献を挙げる
ことはできないが，博士の勢力説から容易に推察できる。
17) ISO(International Standard Organization)は， 1947年に設立されたジュネープに本部のある民間団体
である。電気関係以外のあらゆる分野の規格の制定をおこなっている。ネジの規格が最初であったが，近
年では，環境マネジメントについての規格で知られるようになった。
18) SWIFT(Society for Worldwide Interbank Financial Telecommunications)は， 1977年に設立された
プルッセルに本部のある民間団体である。世界の約6000の銀行をコンピュータによるオンラインで結ん
で，国際銀行業務に関連した通信をおこなうサービスを提供している。
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境管理の規格である IS014000シリーズの取得についても，将来同様のことが懸念されている。なお， ISO
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pp.40-51, (北村行伸訳『資本主義経済の幻想』ダイヤモンド社， 1998,第8章，国の経済は企業とどう違
うか）。
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